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 は じ め に
目立ってはいないが，「民事審判」という新しい裁判手続きを創設すること
の是非について，静かに議論されている。
例えば，日本弁護連合会が 2011 年月に民事司法改革を強力に推進する組
織として設置した民事司法改革推進本部が 2012 年月に公表した民事司法改
革グランドデザイン（以下「グランドデザイン」という。）において，民事審判
制度の創設の検討を取り上げている1)。
また，学識経験者，経済諸団体から推薦された委員，労働諸団体から推薦さ
れた委員，消費者諸団体から推薦された委員，日本弁護士連合会から推薦され
た委員で構成する「民事司法を利用しやすくする懇談会」（以下「民事司法懇」
という。）でも検討課題に挙がったことがある。民事司法懇は，民事司法改革
の必要性とその方向性について，各界及び各層からなる委員によって真摯に議
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） グランドデザイン頁以下「第 民事司法改革グランドデザイン各論（民事裁判）
 民事裁判に対するアクセスの改革・改善(8)」の項
論を行い，関係諸機関に対し民事司法改革諸課題について問題提起及び提言を
行うことを含め，改革の実現に向けた取組みを推進することを目的とする日本
弁護士連合会の外部団体である。この民事司法懇の 2013 年 10 月の最終報告で
は「迅速で使いやすい裁判手続きの創設」としか触れられておらず，民事審判
の文言は見当たらないが，従前の同年月の中間報告（以下単に「中間報告書」
という。）では，この「迅速で使いやすい裁判手続きの創設」の具体例として，
「民事審判」が取り上げられていた2)。結果的に，民事司法懇の間では，民事
審判手続きの創設については，現在の議論の中では一歩後退していることにな
る。
 民事審判とは
民事審判は，いわゆる非訟事件手続きの中で，民事上の紛争を解決すること
を目指す裁判制度を想定している。
具体的な内容自体は，現在検討過程にあるものの，民事審判の目的は「民事
紛争について，簡易迅速な手続により事件を審理し，和解の成立による解決の
見込みがある場合にはこれを試み，その解決に至らない場合には審判を行う」
とするものである。
グランドデザイン公表時において資料とされた要綱案は以下のとおりであ
る3)。
① 対象となる事件類型としては，ⅰ 交通事故，ⅱ 貸金，ⅲ 売買代金，
ⅳ 賃貸借，ⅴ 請負代金，ⅵ 近隣紛争 である4)。
② 審判員は一人の裁判官とする。
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） 民事司法懇の中間報告書 10 頁
） 民事司法改革グランドデザイン資料編〈C-2〉民事審判制度要綱（案）（2010.9.11 第
24 回司法シンポジウム民事裁判分科会基調報告書）参照
） グランドデザインが資料とした要綱案では，類型を限定して提案されていたが，その
後に 2012 年月，日本弁護士連合会民事裁判手続に関する委員会の「民事審判制度創設
に関する提言（案）」での検討では，類型で限定せず，広く民事紛争全般を対象として検
討が進められている。（ウェブサイト「民事審判問題を考える」（http://minjishinpan.
digi2.jp/）より）
労働審判では，労使という利害の異なる立場があるとして，労使それぞ
れの立場の専門家が労働審判員として関与することに意味があるが，労働
審判以外の類型では，対立当事者双方の利害と共通する審判員が想定しに
くいため，民事審判では審判員名の裁判官とされている。
③ 訴額による制限を設けない。
手続きの簡易・迅速性との調和の観点からすると，訴額を制限すること
も考えられるが，利用促進を図る趣旨から，手続きの選択を当事者に委ね
ることとした。
④ 事件が民事審判による審理を行うことが相当ではないと認めるときは，
通常訴訟によって審理する。
⑤ 審理は原則として回以内の期日で行う。
この点は労働審判法 15 条項を参考にしている。
⑥ 裁判所は，事件が民事審判による審理を行うことが相当でないと認める
ときは，通常訴訟によって審理をすることを職権で決定する。
⑦ 裁判所は職権で事実の調査をし，かつ，申立て又は職権で必要と認める
証拠調べをすることができる。
これも労働審判法 17 条項を参考にしている。なお，人証の取調べが
必要な場合は，⑥にしたがって，通常訴訟に移行させることを予定する。
⑧ 職権主義による手続きであるので，民事訴訟法の自白に関する規定は適
用されず，自白の擬制も適用されない。
⑨ 裁判所は，できるだけ和解の試みを行い，和解ができない場合は，権利
関係を踏まえた上で，事案の実情に即した審判をする。
⑩ 週間以内に異議申立てがなければ，審判は確定判決と同様の効力を有
する。異議申立てがあれば，審判の効力は失われ，訴訟に移行する。
この点も労働審判法 21条項，項を参考にしている。
⑪ 仮執行宣言の制度は設けない。これは労働審判においても設けていない
ことから平仄を合わせている。
というものである。
民事訴訟事件と非訟事件との区別についての伝統的な考え方は，訴訟事件は，
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権利義務の存否を既判力をもって確定することであるが，非訟事件では，権利
関係が一応存在することを前提に，その内容を確定すること，そのために裁量
性があることとされている5)。
また，訴訟事件では，憲法 82条に基づく公開法廷において，口頭弁論主義
に基づき，厳格な証明，処分権主義が適用され，その中で判断されるが，非訟
事件では，迅速性，職権調査，場合によっては，非公開性が要求される。
このような区別によれば，先の要綱案による手続きは，非訟事件に区別され
る。検討されている要綱（案）を読む限り，その手続きの立て付けは，労働審
判を意識したものとなっている。
 民事審判制度の創設検討理由
公表されたグランドデザインにおいては，現在の民事訴訟制度は精緻かつ重
装備であり，事案によっては迅速性，効率性に欠け，そのため，制度の利用が
抑制されている可能性があることが指摘されている。ここから，簡易迅速な手
続きとして民事審判制度の創設について検討すべきである旨指摘している。ま
た，中間報告書によれば，民事事件一般の利用が増えない理由として，市民の
民事裁判への満足度が低い点が挙げられ，適正な審理に基づく真実の究明のた
めの民事訴訟には一定の時間を要する点が市民に裁判を躊躇させる一因になっ
ているものとして，迅速で使いやすい裁判手続きの創設が挙げられていた。
確かに，グランドデザインでも，労働審判が利用されていることが指摘され
ている。ところで，労働審判は 2006年月から運用が開始されている。最高
裁判所から公表されている司法統計の新受事件数のうち，労働に関する事件の
推移は次の【表】とおりである6)。
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）伊藤眞著民事訴訟「第版訂版」頁以下参照
） 訴訟の新受件数は，司法統計の各年の第 18 表にある第一審通常訴訟新受事件数のうち，
労働関係の訴えをまとめた。また労働審判の新受件数は，司法統計の各年の第 91 表にあ
る労働審判事件数をまとめた。
【表】（最上段は年，下段はいずれも件数を示す。表の以外とは金銭目的以外の意味である。）
※但し，2004年の訴訟新受件数は月以降分の数値である
この【表】を見る限り，労働審判事件が，2006年の制度運用開始後，順
調に増えているだけではなく，訴訟事件としての労働案件も，労働審判と共に
増えていることがわかる。このことは，新しいメニューとしての労働審判制度
という紛争解決手続きを提示することで，新たな事件の掘り起しに成功したこ
とを示している。しかも，単に労働審判に馴染みやすい簡明な案件のみならず，
訴訟事件の掘り起しも成功していることがわかる。
このような事から，労働事件について，新しい解決手段メニューを提示する
ことより，事件の掘り起しができたのであれば，他の紛争案件についても同様
に，新しい解決手段メニューを提示することで，事件の掘り起しが可能ではな
いかという期待をもたらすことには，違和感はない。
実際に，労働事件に限定せずに司法統計の新受件数の推移は以下のとおりで
ある。
【表】
（最高裁判所 司法統計 平成 25年版 グラフ第 2-3 民事・行政事件の新受事件の最近年間の推移【地方裁
判所】より）
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この事件数を見る限り，裁判に関する新受事件は減少傾向にあり，労働審判
の導入により起きた，事件の掘り起こしを期待する立場は理解できる。
 民事審判制度の制定に慎重な立場の意見
⑴ 他方，民事審判制度の導入について反対する意見も存在する。2013 年
月に発表された，民事審判制度の導入に慎重な立場からの意見をまとめると
次のような点である7)。
① 憲法で保障された裁判を受ける権利が実質的に保障されないおそれがあ
る。
民事審判制度は実質的な審理はほぼ回であり，適正必要な審理と証拠
調べがないと，司法権による安易な権利侵害にあること，国民の異議権の
行使や民事訴訟・民事審判の適切な選択について不安があるとするもので
ある。
② 民事審判は，本来国民の権利義務の存否を確定する手続ではない非訟事
件手続で裁判をするものであり，理論上の問題がある。特に，手続上の権
利保障の問題も指摘されている。
③ 立法事実が存在しない。近年，民事裁判がかなり迅速化されていること，
少額訴訟，調停制度の活用などもあり，立法事実，立法の必要性がないと
いう指摘である。
⑵ この外，「当事者の意思に反して和解を押しつけているのではないか」
という労働審判自体を問題に対する立場からは，同様に民事審判について反対
する意見がある。
 民事審判創設に向けての問題解決について
今後の民事審判制度の創設を考えるにあたり，前述のの意見は十分に傾聴
に値するものである。
そこで，今後民事審判制度を検討するにあたり，次の点を考慮すべきである
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） ウェブサイト「民事審判問題を考える」（http://minjishinpan.digi2.jp/）より
と考える。
⑴ 最高裁昭和 35年月日決定8)では「憲法は 32条において，何人も裁
判所において裁判を受ける権利を奪われないと規定し，82条において，裁判
の対審及び判決は，対審についての同条項の例外の場合を除き，公開の法廷
でこれを行う旨を定めている。即ち，憲法は一方において，基本的人権として
裁判請求権を認め，何人も裁判所に対し裁判を請求して司法権による権利，利
益の救済を求めることができることとすると共に，他方において，純然たる訴
訟事件の裁判については，前記のごとき公開の原則の下における対審及び判決
によるべき旨を定めたのであって，これにより，近代民主社会における人権の
保障が全うされるのである。従って，若し性質上純然たる訴訟事件につき，当
事者の意思いかんに拘わらず終局的に，事実を確定し当事者の主張する権利義
務の存否を確定するような裁判が，憲法所定の例外の場合を除き，公開の法廷
における対審及び判決によってなされないとするならば，それは憲法 82条に
違反すると共に，同 32条が基本的人権として裁判請求権を認めた趣旨をも没
却するものといわねばならない。」と述べ，純然たる訴訟事件については，公
開の原則の下，対審及び判決によるべきであるとしている。
このため，慎重論において危惧している，弱者としての国民の異議権の行使
が適切になされるような配慮，例えば対象類型を消費者からの申立てに絞ると
か，異議権行使について適切な説明をする機会を設けるなどの手続的保障が必
要となると思われる。
⑵ また，非訟事件手続きで民事紛争全般を解決することの理論上の問題に
ついては，確かに伝統的な考え方に立てば，権利義務関係の存否については，
非訟事件手続きではなく，訴訟において厳格な手続きの中で判断されるべきで
はある。最高裁の昭和 40 年月 30 日のつの判決9)では，夫婦の婚姻費用の
分担と夫婦間の同居義務について審判で判断することが違憲かが争われている
が，いずれも一定の実体的権利義務の存することを前提として，裁判所が後見
的な立場で，裁量権を行使して，その具体的内容を形成するものであるとして，
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） 民集第 14巻第号 1657頁
） 民集第 19巻号 1089頁，民集第 19巻号 1114頁
違憲の主張を排斥している。
労働審判法においても，第条において，個々の労働者と事業主との間で生
じた民事に関する紛争を対象としており，実体的な権利義務の存するとまで言
えるかは疑問であるが，個別労働契約関係がある中での民事紛争の解決をする
ものであり，最高裁の判断に近いと言える。
このことからも，民事審判の対象事件類型を考えるにあたり，少なくとも当
事者間に何らかの実体的な権利義務関係が存在することを前提に，裁判所が後
見的な立場で，その具体的内容を形成するような事件類型に限定して，提案す
る必要があると考える。
⑶ さらに，立法事実については，幅広く弁護士に対し，アンケートなどを
実施して事例を集めることが必要であろう。市民が持つ一定時間要する訴訟手
続きによらなければ，解決しないという不満，民事調停での話合いだけでは終
局解決に向かわないケースが多いという不満，これに対して審判という一応の
判断がなされることを背景とした話合いでは，自ずとその進行も変わってくる
ものであり，立法事実となるという不満が多数存在すると思われる。
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